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歳　　入 （単位：円）

款 項 予算現額 決算額 決算額割合（％）

2,039,352,000 2,039,352,000

１　分担金 2,039,352,000 2,039,352,000

1,700,000 2,099,100

１　手数料 1,700,000 2,099,100

1,000 0

１　国庫補助金 1,000 0

1,127,000 1,127,000

１　県補助金 1,127,000 1,127,000

62,725,040 62,725,634

１　繰越金 62,725,040 62,725,634

38,601,000 36,493,224

１　組合預金利子 25,000 25,202

２　雑　　　入 38,576,000 36,468,022

260,600,000 260,600,000

１　組合債 260,600,000 260,600,000

2,404,106,040 2,402,396,958 100

歳　　出 （単位：円）

款 予算現額 決算額 決算額割合（％）

2,431,000 2,196,116

１　議会費 2,431,000 2,196,116

82,993,000 79,584,506

１　総務管理費 82,860,000 79,455,006

２　監査委員費 133,000 129,500

2,172,589,040 2,140,315,811

１　消防費 2,172,589,040 2,140,315,811

143,174,000 143,164,395

１　公債費 143,174,000 143,164,395

2,919,000 0

１　予備費 2,919,000 0

2,404,106,040 2,365,260,828 100

　６　諸収入

　７　組合債

歳　入　合　計

歳　出　合　計

　１　議会費

　２　総務費

　３　消防費

　４　公債費

　５　予備費

　４　県支出金

　５　繰越金

1  令和５年度　消防組合（一般会計）決算額

　１　分担金及び負担金

　２　使用料及び手数料

　３　国庫支出金

84.9

0.1

0.0

0.1

2.6

90.5

6.0

0.0

1.5

10.8

0.1

3.4



2  消防組合の財政

○粕屋南部消防組合規約抜粋

（経費負担の方法）

第１５条　組合の経費は、各町の分賦金及びその他の収入をもってあてる。

２　前項の分賦金の総額の25パーセントを均等割とし、75パーセントを人口割とする。

３　前項に定める人口割の人口は、最近の国勢調査による各町の人口とする。

3  令和６年度　粕屋南部消防組合（一般会計）当初予算

１． 分 担 金 及 び 負 担 金 2,241,586 2,071,815 169,771

２． 使 用 料 及 び 手 数 料 1,700 2,000 △ 300

３． 国 庫 支 出 金 1 1 0

４． 県 支 出 金 1 1 0

５． 繰 越 金 5,000 5,000 0

６． 諸 収 入 49,248 38,501 10,747

７． 組 合 債 250,800 230,100 20,700

2,548,336 2,347,418 200,918

１． 議 会 費 2,739 2,691 48

２． 総 務 費 110,142 86,013 24,129

３． 消 防 費 2,229,353 2,099,411 129,942

４． 公 債 費 202,102 155,303 46,799

５． 予 備 費 4,000 4,000 0

2,548,336 2,347,418 200,918

　消防組合の令和６年度一般会計の総額は2,548,336千円で前年度との比較200,918千円の
増となっています。
　一般会計の歳入の構成を見ると、構成6町（志免町･宇美町･須恵町･粕屋町･篠栗町･久山
町）からの分担金が2,241,586千円で全体の88.0％を占めています。
　また、歳出では、消防費2,229,353千円（87.5％）、公債費202,102千円（7.9％）、総務費
110,142千円（4.3％）、予備費4,000千円（0.2％）、議会費2,739千円（0.1％）となっています。
　消防組合は、構成6町で消防事務を共同処理することにより、一般家庭や事業所における火
災、その他災害を未然に防止、あるいは発生した火災を最小限度にくいとめるための消防施
設や人員を効率的に配置し、健全な財政運営を行っています。

比　　　　較

歳　入

歳　出

（単位：千円）

（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

款

歳　　　　出　　　　合　　　　計

本年度予算額 前年度予算額

款

歳　　　　入　　　　合　　　　計



４　令和６年度　構成町分担金

志 免 町 481,026,754 （２１％）

宇 美 町 408,260,434 （１８％）

須 恵 町 332,677,408 （１５％）

粕 屋 町 496,180,135 （２２％）

篠 栗 町 354,249,872 （１６％）

久 山 町 169,191,397 （　８％）

分 担 金 合 計 2,241,586,000 （１００％）

５　当初予算の推移
（単位 ： 千円）

志免町
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（１）　署所数

（２）　車両・人員

指
揮
隊
員

2

5

2

2

特
殊
車
両

支援車 2

救
急
隊
員

7

1

1

3

150

39

8

22 197

実態に相応した人員

管理職及び総務課（総務課付
新任者含）・警防課・救急課・

出張所日勤者・研修等

合計

168

17295

23

27

人員の小計

庶務の処置等の人員

予防要員

218

通信員

245

3 現有人員を基準人員
とする

23

交替勤務者数
（通信員含む）

3

27

各種災害乗換運用

基準台数
（台）

基準台数に
対する人員

の基準
（人）

区　　　分 備考
現有人員

（人）

普通火災の場合は、
ポンプ車として運用

消防本部配備
乗換運用

現有台数に
対する人員

の基準
（人）

147

中部消防署配備

化学消防車

救急自動車

救助工作車
（省令第4条）

救助工作車
（省令第2条）

5

3消防ポンプ自動車

はしご自動車

2

2

指揮調査車

救
助
隊
員

消
防
隊
員

242

2

180

1

1

南部消防署１台
中部消防署１台
西出張所１台

（基準日：令和6年4月1日）　　　　　　

7  消防力の整備指針と現有の比較

署　所　数

基　　　準

3 3

現　　有

1

現有台数
（非常用を

除く）
（台）

南部消防署配備

全車両高規格救急車

南部消防署１台
中部消防署１台



※心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液
血糖測定並びに低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与

14 12 21 336 163 2 97 3 917 30 36

区

分

※
処
置
拡
大
２
項
目
認
定

人 15 10 154 40

救
急
Ⅰ
課
程

救
急
Ⅱ
課
程

救
急
標
準
課
程
・
救
急
科

救
命
士

指
導
救
命
士

（
県
認
定

）

気
管
挿
管
認
定
者

予
防
技
術
資
格

（
防
火
査
察

）

予
防
技
術
資
格

（
消
防
用
設
備

）

予
防
技
術
資
格

（
危
険
物

）

薬
剤
投
与
認
定
者

乙
種

丙
種

応
急
手
当
指
導
員

甲
種

2 3 8

消
防
設
備
士

衛
生
管
理
者

人 1 4 115 198

８　職員の特殊技能免許・有資格 令和６年９月１日現在

区

分

自動車免許 二輪

小
型
船
舶

小
型
移
動
式
ク
レ
ー

ン
運
転

玉
掛

特
殊
無
線
技
士

酸
素
欠
乏
作
業
主
任
者

大
型

中
型

ガ
ス
溶
接
士

ボ
イ
ラ
ー

技
師

電
気
工
事
士

牽
引

救
助
課
程

44

潜
水
士

163

鉱
山
保
安
セ
ン
タ
ー

修
了
者

40

救急関連資格 危険物取扱者

無
人
航
空
機
操
縦
技
能

（
ド
ロ
ー

ン

）

685

大
型
特
殊
一
種

大
型
一
種

普
通
一
種

39 26 83 80 146 2



9　職員の配置状況

階級別

配置別

1 3 7 24 30 68 7 58 198

1 1

1 1

課　　長 1 1

課長補佐 1 1

企画財政係 1

庶務人事係 1

派遣・入校・研修等 1 2 11 14

課　　長 1 1

課長補佐・参事補佐 2 2

指導係 1 1 2

危険物係 1 1 1 3

課　　長 1 1

参事兼課長補佐 1 1

警防係

救助係

情報管理係 1

課　　長 1 1

救急係 2 1 2 5

1 2 4 11 5 7（5） 2（1） 11 43（6）

署　　　長 1 1

参事兼副署長 1 1

警備第1課 2 4 7 1 9 23

警備第2課 2 3 13 5 23

警備第3課 2 4 6 1 10 23

0 1 1 6 11 26 2 24 71

署　　　長 1 1

参事兼副署長 1 1

警備第1課 2 3 8 7 20

警備第2課 2 5 6 7 20

警備第3課 2 3 7 1 7 20

所　長 1 1

警備第1課 1 6 7

警備第2課 1 4 1 1 7

警備第3課 1 4 1 1 7

0 0 2 7 14 35 3 23 84

令和６年４月１日現在

消
防
士
長

小　　　計

南
部
消
防
署

予
防
課

小　　計

消
防
正
監

総
務
課

※(　）は、交替勤務者(署兼務)を表す

61

消
　
　
　
　
　
防
　
　
　
　
　
署

小　　計

合　　　計

消
　
　
　
　
　
防
　
　
　
　
　
本
　
　
　
　
　
部

救
急
課

中
部
消
防
署

西
出
張
所

消
防
司
令

合
　
計

消
防
副
士
長

消
防
士

警
防
課

消防長

次　　長

1

消
防
監

1

消
防
司
令
長

消
防
司
令
補

3

（5） （1） 3（6）

配置別



10　職員の階級別年齢

階級別

配置別

198 5 1 3 7 24 30 68 7 58

37.2 31.6 59 57.7 55.9 49.1 43.4 36.5 55.1 24.1

2 2
1 1
1 1
7 7
7 7
8 1 8
5 5
8 8
6 6
6 1 1 5
8 3 5
6 5 1
7 1 5 2
7 7
4 4
8 1 7
6 1 5
4 4
3 1 2 1
4 4
3 3
3 2 1
5 2 3
4 3 1
6 1 4 2

3 1 2
5 1 2 2
4 2 2
5 2 2 1
2 1 1
7 1 3 3
7 4 2 1
4 3 1
4 2 1 1
2 1 1
3 1 2
4 3 1
4 1 3

5 1 1 2 1
6 1 1 2 2
3 1 2
1 1

令和６年４月１日現在

40

合　　　計

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消
防
士

消
防
正
監

消
防
司
令
長

平　均　年　齢

20
21
22
23
24

18
19

36
37

消
防
司
令

消
防
司
令
補

合
　
　
計

25
26

う
ち
女
性
消
防
吏
員

消
防
監

48

52

27
28
29

49
50

30
31

41
42
43

32
33
34
35

53
54

38
39

61以上

56
57
58
59

44
45
46
47

60

51

55

配置別



11　職員の階級別勤務年数

階　級

勤務年数

198 1 3 7 24 30 68 7 58

37 36.7 36.1 31 21.4 15.4 35 3.5

11 11

7 7

8 8

4 4

8 8

4 4

7 1 6

8 2 6

6 4 2

5 5

9 7 2

14 14

7 1 6

2 2

3 1 2

6 5 1

3 3

5 1 4

4 2 2

3 3

6 1 4 1

4 1 3

2 2

4 3 1

1 1

4 2 1 1

1 1

4 3 1

4 2 1 1

3 2 1

7 3 2 2

4 1 1 2

1 1

5 1 1 1 1 1

6 1 3 1 1

18 1 2 3 7 2 3

令和６年４月１日現在

消
防
正
監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消
防
士

消
防
監

合　　　計

平均勤続年数

1

１年未満

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

32

33

23

24

25

26

27

42

43

44以上

合
　
　
計

38

39

40

41

34

35

28

29

36

37

30

31

配置別



機関 種別 目的 委託人員 日数

第139回
初任教育

　新たに採用された消防職員のすべてに対して行う基礎的教育訓
練を行い、卒業後、直ちに警防隊員として活動できる職員を養成
する。

７名 115日

第31回
中級幹部科

　原則として消防司令に対し、中級幹部として、消防行政の動向を
理解するとともに、迅速かつ的確な意思決定により、上司の補佐
及び部下の指揮監督を行い、組織を管理運営できる職員を養成す
る。

１名 ７日

第１回
水難救助
実務研修

　水難救助に必要な安全知識、潜水技術等を取得し、安全、確
実、迅速に活動できる隊員を養成する。

２名 ５日

第38回
救助科

　救助活動に係る最新の専門的知識及び専門的で高度な技能、
技術を修得し、救助隊員として活動できる隊員を養成する。

４名 20日

第52回
初級幹部科（B）

　消防司令補に対し、初級幹部として、旺盛な職務遂行の意欲に
あふれ、消防行政の現状や課題を理解し、上司の補佐及び部下
の指導を行い、業務の遂行ができる職員を養成する。

１名 10日

第7回
予防査察科

予防・査察業務に関する専門的知識及び技能を修得し、厳正で公
正な査察及び重大な違反対象物に対する是正指導、法令に基づく
権限行使が行える職員を養成する。

２名 10日

第16回
初級幹部科（A）

  消防士長に対し、分隊長（小隊長）として必要な業務管理や現場
指揮要領を修得し、上司の補佐及び部下の指導を行い、業務の遂
行ができる職員を養成する。

１名 5日

第17回
警防実務研修

　消防士・消防副士長に対し、火災防ぎょを中心とした実科訓練を
実施することにより、隊員としての防ぎょ活動及び機関運用能力を
備えた職員を養成する。

２名 5日

第11回
特殊災害科

各級指揮者として、多数の傷病者を発生させるおそれが高く、消防
活動に困難を伴う災害現場において、特に隊員の安全管理に配
慮しつつ、適切、効果的な消防戦術を指揮できる職員を養成する。

２名 7日

第40回
救急科

　救急医学に関する基礎知識に基づき、応急処置時における的確
な観察・判断能力、応急処置に必要な専門的技能を修得し、救急
隊員として活動できる職員を養成する。

4名 34日

　高度・多様化する行政需要の中で、消防行政を迅速に、的確に執行していくため、職員には効果的な勤務効率の発
揮と消防職員としての使命感が強く求められています。
　この認識にたって消防職員としての基本的意識を徹底させるとともに職務遂行に必要な知識・技術を習得させ、意欲
的に考え、行動する能力を向上させるために研修を実施しており、昭和63年以降新たな研修機関として、福岡県市町
村職員研修所更に、平成7年から救急救命士養成のため救急救命研修所を加え、時代に即応した研修の充実強化に
努めています。

令和５年度

12　　職員の研修

福
岡
県
消
防
学
校



福
岡
市
消
防
学
校

九州地区
予防実務研修

　予防査察業務や違反是正業務の知識を向上し、適切に予防業
務を行う職員の育成を図ることを目的とする。

１名 11日

消
防
大
学
校

第76期
幹部科

　消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、消防の
上級幹部たるに相応しい人材を養成する。

１名 47日

第42期
救急救命士

養成

　全国の救急隊員を対象として、救急救命士資格を習得する為、
高度かつ専門的知識及び技術を習得させることを目的とする。

1名 125日

第2期
指導救命士

研修

　救急救命士の資格を有する消防職員に対して、指導救命士に必
要とされる知識及び技術を習得させることを目的とする。

1名 30日

東
京
研
修
所

第64期
救急救命士

養成

　全国の救急隊員を対象として、救急救命士資格を習得する為、
高度かつ専門的知識及び技術を習得させることを目的とする。

1名 126日

給与事務
新任者研修

・実務で必要になる基本的な法律を学び、給与事務に関する基礎
知識を身に付ける。

1名 1日

採用試験面接力
アップ研修

・受験者を適切に見極める方法と、より良い受験者を増やす方法
をワークショップ形式で学ぶ。

1名 1日

契約事務研修

・契約事務の遂行に必要な基本的知識・制度を学び、これからの
実務で生かせる力を養う。
・契約事務に関する疑問点や問題点を解消し、理解を深めて、自
治体職員としての役割を認識する。

1名 2日

新任係長研修
・チームを率いていくリーダーとしての役割を理解し、心理的に安
全な職場づくりに必要なコミュニケーション能力の向上に繋げる。
・チームの仕事を管理・改善する能力を身につける。

1名 2日

福
岡
県
市
町
村
職
員
研
修
所

九
州
研
修
所



法制執務
基礎研修

・法制執務に関する知識を学び、条例・規則等の作成に活かす。 1名 2日

情報公開・個人
情報保護研修

・情報公開・個人情報保護制度について、その法的仕組みと運用
に関する基礎力の養成を図る。

2名 2日

クレーム対応
基礎研修

・クレームに対する基本的な心構えや対応方法を習得する。
・クレームを業務に活かすスキルを習得し、住民サービス向上を図
る。

1名 1日

ハードクレーム
対応研修

・不当要求等のクレームを組織的に対応するための基礎知識や技
能を習得する。
・各職場における対応マニュアル・体系図の作成に活用する。

1名 1日

ハラスメント
防止研修

・今日、企業や地方自治体など組織内部でハラスメントが発生して
おり、このことによって組織風土に悪影響を及ぼしている。そこで
ハラスメントについての実態や課題、また防止策を理解することで
心理的安全性の高い職場づくりを目指す。

1名 1日

地方公務員法
研修

・地方公務員法についての基本的な知識だけでなく実務的な解釈
を学ぶ。

1名 2日

問題解決能力
向上研修

・常識や固定観念にとらわれない思考能力と、物事を体系的に捉
え、筋道の通った思考能力とをあわせて強化することで、日常業務
の課題発見能力や政策立案能力の向上を図る。

1名 2日

福
岡
県
市
町
村
職
員
研
修
所



13 職員互助会及びクラブ活動 

 職員の相互共済及び福利増進を目的として、福利厚生等に関するさまざまな事業を 

実施しています。 

また体育クラブを主として、クラブ活動も積極的に行い、地域住民とのコミュニケーシ

ョンを図り、より一層の消防に対する信頼性・人間形成の充実を図っています。 

 

 職員互助会の主な事業  

○ ボウリング大会・研修旅行・教養図書購入等の福利厚生事業を行っています。 

                               

 クラブ活動  

・ 職員のクラブ活動を応援しています。 
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